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(単位：千円）

資     産     の     部 負     債     の     部
       科            目 金      額        科             目 金      額

Ⅰ．流　動　資　産 234,329 Ⅰ．流　動　負　債 109,495

現 金 預 金 60,348 買 掛 金 4,514

売 掛 金 136,027 一 年 内 返 済 長 期借 入金 41,844

商 品 258 リ ー ス 債 務 5,782

短 期 貸 付 金 13,704 未 払 金 9,829

未 収 入 金 6,914 未 払 費 用 23,713

前 払 費 用 7,159 未 払 法 人 税 等 0

繰 延 税 金 資 産 0 未 払 事 業 税 等 3,213

そ の 他 9,854 未 払 消 費 税 等 3,852

貸 倒 引 当 金 0 前 受 金 2,187

立 替 金 63 預 り 金 1,109

前 受 収 益 6,335

賞 与 引 当 金 831

そ の 他 4

Ⅱ．固　定　資　産 680,950 Ⅱ．固　定　負　債 469,513

(有　形　固　定　資　産） 411,722 長 期 借 入 金 263,342

建 物 149,534 リ ー ス 債 務 121,714

構 築 物 7,259 長 期 前 受 収 益 63,869

車 両 運 搬 具 1,573 資 産 除 去 債 務 5,087

工 具 器 具 備 品 13,322 繰 延 税 金 負 債 604

一 括 償 却 資 産 0 金 利 ス ワ ッ プ 2,858

土 地 133,732 そ の 他 0

リ ー ス 資 産 （ 有 形 ） 106,299 負 債 合 計 579,009

(無　形　固　定　資　産） 9,428 株　主　資　本 338,140

の れ ん 1,755 資 本 金 42,500

リ ー ス 資 産 （ 無 形 ） 0 資 本 剰 余 金 12,500

ソ フ ト ウ ェ ア 7,622 資 本 準 備 金 12,500

そ の 他 50 利 益 剰 余 金 283,140

   そ の 他 利 益 剰 余 金 283,140

(投 資 そ の 他 の 資 産） 259,799 　　　繰 越 利 益 剰 余 金 283,140

関 係 会 社 株 式 164,732

出 資 金 10 評価･換算差額等

長 期 貸 付 金 66,874 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 1,869

長 期 前 払 費 用 3,989

繰 延 税 金 資 産 6,322

敷 金 保 証 金 17,870

純 資 産 合 計 336,270

資     産     合     計 915,279 負　債・純　資　産　合　計 915,279

貸 借 対 照 表
    ( 2023年3月31日現在 ）

純　　資　　産   の   部
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(単位:千円）

金     　  額

売　　　　上　　　　高 942,704

売　　上　　原　　価 720,287

売　上　総　利　益 222,417

販売費及び一般管理費

役 員 報 酬 41,000

給 与 手 当 62,186

減 価 償 却 費 6,105

租 税 公 課 26,900

支 払 手 数 料 28,764

そ の 他 44,720 209,677

営　　業　　損　　益　 12,739

営   業   外   収   益

不 動 産 賃 貸 料 13,375

そ の 他 77,763 91,138

 

営   業   外   費   用

支 払 利 息 13,929

そ の 他 2,479 16,409

経　　常　　利　　益 87,468

特　 別 　利 　益

補 助 金 収 入 0 0

そ の 他 0 0

特 　別　 損　 失

固 定 資 産 圧 縮 損 0 165

税 引 前 当 期 純 利 益 87,302

法　人　税　等

法 人 税、 住民 税及 び事 業税 13,565

法 人 税 等 調 整 額 △ 736 12,828

当 期 純 利 益 74,473

科　　　　目

損 益 計 算 書
（自 2022年4月1日　　至 2023年3月31日）
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（単位：千円）

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

　当期首残高 42,500 12,500 -         12,500 208,666 208,666 263,666

　当期変動額

   当期純利益 74,473 74,473 74,473

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

0

　当期変動額合計 -         -         -         -         74,473 74,473 74,473

　当期末残高 42,500 12,500 -         12,500 283,140 283,140 338,140

（単位：千円）

　当期首残高 △ 2,990 △ 2,990 260,675

　当期変動額

   当期純利益 74,473

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

1,120 1,120 1,120

　当期変動額合計 1,120 1,120 75,593

　当期末残高 △ 1,869 △ 1,869 336,270

純資産合計

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
（自 2022年4月1日　　至 2023年3月31日）

繰延ヘッジ
損益

評価・換算差
額等合計

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金
合計

利益剰余金合計

評価・換算差額等

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産

・商品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下による簿価切下げの方法）によっており

ます。

(3)デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ 時価法によっております。

(4) 固定資産の減価償却方法

有形固定資産 主として定率法

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法に

よっております。

主な耐用年数は以下のとおりです。

　建物　　　　　　　    　13～38年

　構　築　物　　　　　　　３～10年

　車両運搬具　　　　　　　２～６年

　工具、器具及び備品　　　３～８年

　一括償却資産　　　　　　　３年

無形固定資産 定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用

しております。

リース資産 所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース

資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。

(5) 引当金の計上基準

貸倒引当金 期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(6)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①ヘッジ会計の処理

原則として繰延ヘッジ処理によっております。

②消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

なお、資産に係る控除対象外消費税等は、その他資産に計上し、5年間で均等償却を

行っております。

個　別　注　記　表
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４．重要な後発事象に関する注記 

取得による企業結合 

当社は、2023 年 5 月 17 日開催の取締役会において、有限会社トータルケア陽だまりの株式を取得し

て子会社化することを決議し、2023 年 5 月 18 日付で株式を取得しました。 

（１）企業結合の概要 

① 被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称 ：有限会社トータルケア陽だまり 

取得した事業の内容：有料老人ホーム事業、通所・訪問介護事業 

② 企業結合の主な理由 

当社グループの業容の拡大を図るためであります。 

③ 企業結合日 

2023 年 5 月 18 日 

④ 企業結合の法的形式 

株式取得 

⑤ 結合後企業の名称 

株式会社ヨウコーフォレスト相模沼田 

⑥ 取得後議決権比率 

(7)会計方針の変更

該当事項はありません。

(8)会計上の見積りの変更

該当事項はありません。

(9)表示方法の変更

該当事項はありません。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

３．１株当たり情報に関する注記

(1) 1株当たり純資産額 円 40 銭
(2) 1株当たり当期純利益 円 01 銭

372
95

（ 単位：株 ）
株式の種類

普通株式

当期末の株式数

700,000─ ─

当期首の株式数 当期増加株式数 当期減少株式数

700,000
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100％ 

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が現金を対価として、有限会社トータルケア陽だまりの議決権の 100％を取得したため 

  

（２）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得価額については、当事者間の守秘義務契約により非公開としておりますが、専門家のデユー・

デリジェンス実施を踏まえ、公正妥当な金額にて取得いたしました。 

  

（３）主要な取得関連費用の内容及び金額 

仲介手数料 5,500 千円（消費税込み） 

  

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

内容を精査中のため、未確定であります。 

 

 

 

 


